


















































２ 生涯学習の振興とボランティア活動のかかわり  
 










































(2) 社会貢献としてのボランティア活動  
学ぶ人の生きがいや自己実現の側面から生涯学習の振興と結び付けた考






























































(1)  「新しい公共空間」と「地域協働」  
総務省の「分権型社会に対応した地方行政組織運営の刷新に関する研究会」













しい公共空間」の形成を，今後の自治体運営の基本理念に据えたのである。   
 



































































に改めて整理しておきたい。   
 















































21 年に閣議決定された「文化芸術の振興に関する基本的な方針（第 2 次基本
方針）」では，国，地方，民間が相互に連携して文化芸術を支えるための構造  
 











































(1)  住民一人ひとりの学習からボランティアなどの地域活動へ  
















































































図 4 住民活動の公共的展開  
分権型社会に対応した地方行政組織運営の刷新に関する研究会 .  「分権型社会における自治体経

















































































                                                   
本文に掲げた文献以外に，以下の文献を引用・参考した。  
 
1)    平成 20 年度生涯学習に関する世論調査（内閣府）によると，身に付けた知識等を  
活用する必要性について 84.2%の人が「生かすべき」と回答している。   
2)  平成 12 年度国民生活白書で表記されている定義を引用した。  





4)  祐成善次 .“高まる活動拠点としての民間推進機関の機能” .ボランティア白書 90． 
日本青年奉仕協会 .1990.p.194-195 
5)   ボランティア・ラーニング .日本青年奉仕協会 .1996.p.23. 
6)   小林雅彦ほか『地域福祉論』第一法規 .2009.p.7. 
7)  このほか，昭和 41 年には青少年問題審議会から「当面の青少年対策の重点につい  
て」答申が出され，青少年の健全な育成を図る上で社会奉仕活動の奨励の方途を講  
ずることが望ましいと記されている。 青少年とボランティア活動 .国立教育政策研  
究所社会教育実践研究センター .2002.p.12  
8)  地域における「新たな支え合い」を求めて .これからの地域福祉の在り方に関する研  
究会 .平成 19 年 .  
9)  田中壮一郎『改正教育基本法』 .第一法規 .平成 19 年 .p.46-48 






11)  この表現は，これまで中央教育審議会答申で示されてきた「生きる力」の育成の構  
図と似ており，興味深い。  
12)  例えば，平成 17 年 3 月には国土交通省都市・地域整備局から「合併市町村におけ  
る「テーマの豊かなまちづくり」の展開方策検討調査報告書」が，平成 18 年 5 月  
には経済産業省から「地域活性化戦略 (少子高齢化時代の地域活性化検討委員会報告  
書 )」が，平成 20 年 3 月には厚生労働省から「これからの地域福祉のあり方に関す  
る研究会報告書」が出されている。  
13)  新しいコミュニティのあり方に関する研究会『新しいコミュニティのあり方に関す  
る研究会』2009 年 8 月 28 日 .p.5 
14)   『国土交通白書』2010.p.3 など  
15)  5)に同じ p.26 
16)  佐藤弘毅「『学校支援地域本部事業』のねらいと社会的背景」 .『社会教育』2008. 
no.750.p.22-23 など  
17)  日本総合研究所『ソーシャル・キャピタル―豊かな人間関係と市民活動の好循環を
求めて』2004.p.89 
18)   内閣府『平成 19 年度国民生活白書』 .p.6～など  
19)  内閣府『平成 20 年度国民生活選好度調査』によると，「地域の人々との交流を大切
と思っている人」は 9 割を占め，徐々に減少傾向にあるものの 4 人に 3 人は「新し
い人々とのつきあいを広げていきたい」と思っている。  
20)  内閣府『平成 21 年度国民生活選好度調査』では，「ボランティアや NPO 活動，市
民活動に参加している理由」は，「楽しい」，「仲間ができる」などが上位を占めて
いる。  





                                                                                                                                             
査研究報告書』 .2008.p62-p.64 参照  
22)  文部科学省『教育サポーター制度の普及に向けて』 .2008. http://www/mext.go. 
    Jp/component/a_menu/education/detail/_icsFiles/afieldfile/2009/10/30/1286131 





25)  三菱総合研究所『学校支援地域本部事業普及促進ハンドブック』2010.p13.など  
26)  文化庁では，文化ボランティア・コーディネーター養成プログラム等を開発・実施・ 
普及する「文化ボランティア支援拠点形成事業」を平成 20 年度から実施している。  
27)  地域活性化センター『市町村の活性化新規施策 100 事例』2009.p.3-4 
28)  http://www.yamagata_cheria.org/challenge/05jirei/jirei24.html 参照  
29)  日本システム開発研究所 .『生涯学習による住民主体のまちづくりに向けて』2004. 
特に第 3 部“生涯学習を通じた住民主体のまちづくりの課題と方向性”参照  
30)   国土交通省都市・地域整備局『合併市町村における「テーマの豊かなまちづくり」
の展開方策検討調査』 .2005 
31)   最近では，例えば滋賀県東近江市の八日市図書館の事例が報告されている。府川智  
行「公共図書館によるソーシャル・キャピタル醸成支援の可能性」,『三田図書館・
情報学会研究大会発表論文集』2010.p.45-48 
32)  平成 20 年度文部科学省社会教育調査では，例えば，「市民意識・社会連帯意識」を  
内容とした学級・講座数の割合は，公民館で 7.3％，都道府県・市町村首長部局で  
19.4%となっている。  
33)  内閣府『NPO に関する世論調査 2005 
34)   同報告書 .p.19.で，「地域における多様な公共サービス提供の核となり，地域コミュ  
  ニティ組織等など地域の多様な主体による公共サービスの提供を総合的，包括的に  
  マネジメントする組織」と定義している。  
35)  例えば，平成 20 年度に行われた長浜市の事業仕分けでは公民館管理運営事業が「民  
間委託化」と，平成 21 年度には和光市で「廃止」と判定されている。  
36)  この 1 年間だけでも，「新しいコミュニティのあり方に関する研究会報告書」（2009 
年 8 月  総務省），「地域の活性化に向けて」（2010 年 3 月  自治総合センター），  
「地域コミュニティの再生・再編・活性化に関する調査研究Ⅱ」（地方自治研究機  
構）などが出されている。  
37)  『平成 19 年度国民生活白書』では「エリア型地域活動」を，「地域の地縁組織に参
加することによって生まれるつながり」のこと，「テーマ型地域活動」を「特定の
目的を果たすために設立された組織に参加することによって生まれるつながり」と




         【本論文は日本生涯教育学会年報 第 31号に掲載したものである】 
 
